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社会福祉法人兵庫県共同募金会 三田市共同募金委員会 

令和 5 年度共同募金運動実施要綱 

 

１．趣 旨 

共同募金は戦後間もない昭和 22（1947）年に創設以来、時代の変遷に応じて生活・福祉課題に

向けて運動を続けてきました。近年は人と人とのつながりを重視した生活・福祉課題への対応が求められ

ており、また相次ぐ大規模な自然災害への備えとしても地域での支え合いが大切となってきています。住民

同士のつながりや活動が途絶えることなく、地域共生社会の実現に向けて「共生のまちづくり」がより重要

となっています。 

それら社会情勢を鑑み、三田市共同募金委員会は、第３次地域福祉推進計画の推進においてとと

もに、募金を通じて人々のつながり・見守り・支え合いの活動を活性化させ、地域の中で多くの協力者の

支援が得られるよう兵庫県共同募金会と協働し運動を展開します。 

 

２．実 施 

兵庫県共同募金会と三田市共同募金委員会が運動の実施主体となり住民の自発的な意志を尊

重した寄付金の募集を行います。 

本運動は、市内の住民、企業、学校、社会福祉関係者の参加と協力を得て本年度は次の目標額を

掲げて実施します。 

 

（１）目標額   8,000,000 円 

 

内訳  地域目標額（地域福祉事業費配分）       6,225,000 円 

      （令和 5 年度歳末たすけあい事業充当額      1,164,000 円を含む） 
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広域目標額（施設臨時費配分）         1,374,000 円 

期間拡大目標額                 140,000 円 

事務費                     261,000 円 

 

 

（２）募集期間  

① 平成 28 年度より募金活動期間が拡大されており 10 月 1 日より翌年 3 月 31 日までの 6 ヵ月

間とします（社会福祉法に基づく厚生労働省告示の期間どおり）。特に 10 月は赤い羽根共同募

金の強化月間を中心に、歳末たすけあい事業啓発も合わせて募金活動を実施します。 

  また、9 月は募金準備期間とし積極的な広報・啓発活動を行い、運動の浸透に努めます。1 月

以降は広報紙やホームページ等を活用し運動期間中に協力いただいた方の紹介・啓発や募金配分

金事業を紹介し、募金百貨店の寄付付き商品の販売促進・ＰＲを行います。 

 

②募金期間外でも常時寄付金の受付を行うとともに、協力いただいた方の紹介・啓発や受配活動の

紹介などを行います。 

 

 

（３） 募金方法 

次の方法で募金活動を推進します。 

 

① 戸別募金 

区・自治会を通じて、一世帯 400 円（赤い羽根 300 円、歳末たすけあい 100 円）を目安

（目安額の表示有無は、各区・自治会に希望確認を行います）に協力を依頼します。また、地域
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の状況に応じて封筒募金を活用します。 

 

② 街頭募金 

令和５年度は強化月間である１０月を中心に、街頭募金を行います。各地域に合わせたパネル

やチラシを作成し、啓発に努めます。 

民生委員・児童委員やボランティアグループ、ボーイスカウト、ガールスカウト、高等学校、大学等の

生徒・学生による募金ボランティア、及び募金配分団体・施設等の協力を得て啓発活動を展開しま

す。 

また、地域福祉支援室や市内公共施設等に募金箱を設置し、地域のつどい場や会議の場等で

も募金箱設置の協力を呼びかけます。 

 

③ 法人募金（事業所募金） 

三田市商工会を通じ、企業・事業所等へ地域貢献の一環としての募金への協力をお願いします。

テクノパーク等大規模工業団地には役職員が訪問し協力依頼を行います。本社の意向等により協

力が得られない場合は、寄付付き自動販売機の設置を働きかけます。 

 

④ 職域募金 

市役所、三田市社会福祉法人連絡協議会、各事業所等の職員に協力依頼を行うとともに新

たに取り組んでいただける事業所の開拓に努めます。「出張ふくし教室」の際には説明の場を設け、理

解者の増加に努めます。 

 

⑤ 学校募金 
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福祉学習の一環として、募金活動への理解と関心を高めることを目的に児童・生徒向けのチラシ

を作成・配布します。（募金箱を地域のサロン等に置いてもらう取り組みや、必要に応じて「出張ふく

し教室」として学校に出向き身近な地域での配分金事業を紹介。） 

 

⑥ 個人（大口）募金 

地域の有志の方へ振込用紙を郵送し口座振込による募金を依頼します。 

また、希望される方については、役員・職員等が訪問します。 

 

⑦ その他の募金（募金百貨店・募金付き自動販売機、オンライン寄付） 

市内店舗と協力し、商品やサービス売上の一部を募金していただく「募金百貨店」の実施に向けて広報

活動を積極的に行います。寄付付き自動販売機の設置に向けては社会福祉法人連絡協議会をはじめ、

企業や私立の学校、市内事業所等への PR 実施をすすめます。 

また、ネット募金用のＱＲコードを各種チラシにも掲載し、どこからでも募金していただける仕組みをつくり

ます。 

赤い羽根共同募金オンライン募金（三田市） 

https://hanett.akaihane.or.jp/donate/entry/100/28/28219/?   

    ☆ 募金百貨店＝企業等にとって本業にメリットのある寄付つき商品・企画を一同に集約し、赤い羽根共同募金が募

金でつながる百貨店になろうというプロジェクトです。購入者に負担なく、企業は販促と社会貢献につながるメリットが

あります。 

共同募金としては、新たな寄付のカタチを開拓でき、地域の福祉課題解決のための財源となり、地元の福祉活動が

充実します。つまり、日常生活と社会貢献をつなぎ「三方良し」の関係構築を目指します（兵庫県共同募金会ホームペー

ジより） 

 

 

（４）配分 

三田市共同募金委員会の管内で集まった共同募金は、兵庫県共同募金会において配分方法が

検討され、地区福祉事業費として三田市社会福祉協議会へ、また施設臨時費として兵庫県内の社

会福祉施設へ配分されます。 

https://hanett.akaihane.or.jp/donate/entry/100/28/28219/
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① 地域福祉事業費配分 

あらかじめ立てた募金実施計画（事業計画）に基づき、様々な地域福祉推進事業に活用しま

す。 

なお、具体的な事業計画等については兵庫県共同募金会へ報告し「赤い羽根データベースはねっ

と」（http://hanett.akaihane.or.jp/hanett/pub/home.do）に掲載しています。 

 

② 施設臨時費配分 

受配要望のあった兵庫県内の社会福祉施設へ配分され、地域との交流事業等に役立てられま

す。 

 

 

（５）共同募金運動の展開 

① 広報・啓発 

（ア）全国統一キャッチフレーズ「じぶんの町を良くするしくみ」 

共同募金の目的である地域福祉の推進を一層明確にして共同募金のイメージの推進を図り

ます。 

（イ）共同募金啓発ポスターの掲示及び募金箱の設置  

市内公共施設や街頭啓発実施拠点、善意の箱設置拠点等に啓発ポスターの掲示、及び

募金箱の設置を積極的に依頼します。 

  （ウ）三田市社協ＰＲ大使「さんだ愛の妖精 さっちゃん」の活用 

     その他、神戸三田ブレイバーズ、兵庫ブルーサンダーズや、募金百貨店プロジェクト協力店への

http://hanett.akaihane.or.jp/
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協力依頼や募金配分金事業のパネル等を用いた啓発を行います。 

（エ）広報紙、マスメディアを使った広報 

「さんだ社協だより（9 月号）」を活用し広報活動を行うとともに、チラシ等による街頭啓発・

ＰＲ活動に努めます。また、日刊紙、公共施設内電光掲示板やホームページ・フェイスブック・

LINE 等の各種 SNS 媒体を活用し、情報発信及び共同募金配分金実施事業の紹介や、寄

付者に向けたありがとうメッセージなどの紹介を積極的に行います。 

（オ）啓発用赤い羽根シールの配布 

兵庫県共同募金会では赤い羽根シールやオリジナルポスターを活用した啓発を進めています。

三田市共同募金委員会においても、戸別募金をはじめ、市内法人、市内学校の児童・生徒

等に向けて広報・啓発を行います。 

 

② 結果報告 

共同募金運動終了後「さんだ社協だより（3 月号）」紙面、及び三田市社会福祉協議会ホーム

ページにて結果報告を行うとともに、法人募金協力事業所名を随時掲載します。個人の大口募金

協力者については、確認の上氏名を掲載します。 

 

（６）募金説明会 

① 募金運動説明会の開催 

共同募金運動の推進について、より理解と協力を深めていただくため、様々な機会を通じて運動

の趣旨説明を行います。また、希望される地区・団体・法人・学校等に向けて随時説明会を開催し
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ます。 

 

（７）共同募金委員会の開催 

共同募金運動の目標額及び募金方法について検討を行い、募金額の結果の報告及び募金者・

協力者の意見等により評価・課題を抽出し今後の運動への検討を行います。 

 

（８）個人情報の取扱い 

共同募金運動の実施に伴い取得した個人情報は、三田市共同募金委員会において適正に管理

し、共同募金運動以外の目的には使用しません。 


